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要約　三重県の在宅療養支援診療所（以下、在支診）に係る報告書について、2010年から2014年の在支診に
おける活動状況と自宅での死亡との関連について検討した。その結果、三重県の在支診数は増加し、2010年
と2014年両年に報告のあった在支診の活動状況において、合計診療患者数、死亡患者数、自宅以外での死亡
者数、平均診療期間が有意に増加していた。自宅での死亡者数と活動内容の関連を検討したところ、自宅で
の死亡者数に有意に影響する要因は往診、緊急往診であった。三重県の在支診の活動は量的に整備されつつ
あり、在支診による往診、特に緊急往診の回数が多いほど自宅での死亡者数が多くなることが示唆された。
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はじめに
　日本は超高齢社会に突入し、要介護認定を受けてい
る高齢者は年々増加している1）。65歳以上の54.3%は
自宅で最期を迎えたいと希望しているが2）、2016年に
自宅で死亡した国民の割合は13.0%であった3）。 厚生
労働省は、可能な限り住み慣れた地域で、自分らしい
暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、各
都道府県や市町村などの地域特性に応じた地域包括ケ
アシステムの構築を進めている4）。その中で、在宅医
療は介護・医療ニーズを合わせもつ高齢者が地域で暮
らしていくにあたり重要な存在である5）。在宅医療の
中心的役割を担う機関として、24時間の往診・訪問診
療・訪問看護体制を提供している在宅療養支援診療所
（以下、在支診）があるが6）、届出をしている全国の
在支診の8.1％が訪問診療を行っていないとの指摘が
ある7）。また、在支診による自宅や施設での看取りに
ついて、実施している在支診の数は各都道府県、各地
域によって大きく異なっている7）-10）。
　三重県における2015年の高齢化率は27.5%であり、
今後も高齢化率が上昇していくと予測されている11）。
県民の52.1%は「できる限り自宅で介護をうけたい」
と希望しており、三重県においても地域包括ケアシス
テムの構築の推進が必要とされている12）。在宅医療
ニーズや患者の希望する場所での看取りに対応するた
め、三重県は保健医療計画（第5次改訂） において在
宅医療資源の質と量の確保や在宅看取りの普及啓発に
関する取組方向を示している13）。2012年に診療報酬が
改定され、常勤医師3名以上、1年間の緊急往診2件以
上などの「機能強化型（単独型）」在支診、複数の医
療機関が連携して機能強化型（単独型）の要件を満た
す「機能強化型（連携型）」在支診の新たな機能をも
つ在支診が創設された14）。三重県には2016年時点で機
能強化型（連携型）在支診が51施設、従来型在支診が
125施設ある13）。三重県には大きく分けて北勢、中勢
伊賀、南勢志摩、東紀州の4つの2次保健医療圏がある。
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保健医療圏ごとにみると、北勢では機能強化型（連携
型）在支診が37施設、従来型在支診が45施設、南に行
くに従い減少し、人口が少ない東紀州では機能強化型
（連携型）在支診が0施設、従来型在支診でも11施設で
ある13）。2012年の在宅医療に携わる医師数について、
北勢が67人、東紀州では7人、在宅看取りを行なって
いる診療所数は北勢が23施設、東紀州では6施設と地
域によって大きな差があるという現状である13）。地域
差が大きい三重県であるが、三重県の在支診の活動状
況の経年変化や在支診が診療した患者の死亡場所に関
しては分析がなされていない。
　全国の在支診に関する調査・研究においては、在支診の
都道府県別データに基づいた分析は少数である8）－10）,15）-17）。
各都道府県の在支診の活動状況を知ることは、地域特
性を踏まえた在宅医療の提供体制や在宅看取りの体制
を考えていく上での基礎資料となると考える。
　そこで、本研究では、三重県における在宅医療の基
礎資料を得ることを目的として、三重県の在支診にお
ける活動状況の変化および活動状況と自宅での死亡と
の関連について検討した。
研究方法
1．調査方法 
　三重県の在支診を管轄する東海北陸厚生局三重事務
所に「在宅療養支援診療所・在宅療養支援病院に係る
報告書」の開示請求を行い、報告書を取得した。2013
年4月に行った開示請求により、2009年7月〜 2010年6
月（以下、2010年）、2010年7月〜 2011年6月（以下、
2011年）、2011年7月〜 2012年6月（以下、2012年）の
報告書を取得した。2015年4月の開示請求により、
2012年7月 〜 2013年6月（ 以 下、2013年 ）、2013年7月
〜 2014年6月（以下、2014年）の報告書を取得した。
2．調査項目
　報告書の調査項目は、医療機関コード、医療機関名、
1年間に在宅療養を担当した患者の平均診療期間、合
計診療患者数、死亡患者数（医療機関での死亡者数、
医療機関以外（自宅、自宅以外）での死亡者数）、各
活動内容の実施回数（往診（うち緊急往診）、訪問診療、
訪問看護）、常勤の医師数であった。報告書において、
自宅以外での死亡とは介護老人保健施設などの入所施
設での死亡、緊急の往診とは緊急または夜間、深夜に
行った往診を指している。訪問診療等の各活動内容の
実施回数については、調査対象期間が2010年、2011年
は当年4月〜 6月の直近3か月間、2012年〜 2014年は前
年7月1日〜当年6月30日の1年間であったため、本研究
では2012年〜 2014年の1年間の回数を3か月の回数に
概算したものを用いた。また、訪問看護に関する調査
項目は2010年、2011年は訪問看護と緊急訪問看護で
あったが、2012年より訪問看護のみとなったため、本
研究では2010年、2011年の訪問看護は訪問看護と緊急
訪問看護を合計した回数を用いた。
　なお、本研究における訪問診療とは、在宅療養を行
う患者で疾病・傷病のため通院が困難なものに対し予
定された訪問により診療を行うことであり、往診は予
定外に患者宅に赴き診療を行うことを指している18）。
3．分析方法
　2010年と2014年の報告書のうち、両年ともに報告書
が提出されていた在支診の活動状況を比較するため、
対応のあるt検定を行なった。2014年に在支診が診療
した患者の死亡場所と各活動内容の関連を検討するた
め、死亡場所（医療機関、自宅、自宅以外）別死亡者
数を従属変数、訪問診療等の実施回数（往診（緊急往
診除く）、緊急往診、訪問診療、訪問看護）を独立変
数とし、重回帰分析（ステップワイズ法）を行った（合
計診療患者数が0人の在支診を除く）。すべての分析は、
SPSS Statistics 22（IBM）を使用し、5%未満を統計
的有意水準として採用した。
結果
　東海北陸厚生局三重事務所が受理していた三重県の
「在宅療養支援診療所に係る報告書」は143件（2010年）、
147件（2011年 ）、158件（2012年 ）、163件（2013年 ）、
170件（2014年）であった。そのうち、施設名・所在
地不明であった22施設（2012年）、白紙回答であった1
施設（2014年）を除いた143施設（2010年）、147施設（2011
年）、136施設（2012年）、163施設（2013年）、169施設
（2014年）を分析対象とした。
　三重県の在支診における5年間の活動状況を表1に示
す。在支診数は143施設（2010年）から169施設（2014
年）に増加し、合計診療患者数は4,417人（2010年）
から7,199人（2014年）に増加していた。また、自宅
での死亡者数は485人（2010年）から805人（2014年）、
自宅以外での死亡者数は104人（2010年）から381人
（2014年）に増加していた。死亡患者数における各死
亡場所別の死亡者数の割合について、医療機関での死
亡においては37.5%（2010年）から28.8%（2014年）に
減少、自宅での死亡においては51.5%（2010年）から
48.3%（2014年）で大きな変化は見られなかった。自
宅以外での死亡は11.0%（2010年）から22.9%（2014年）
に増加していた。往診、訪問看護の回数に大きな変化
は見られなかったが、訪問診療は18,676回（2010年）
から23,501回（2014年）に増加していた。
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表1　三重県の在支診の活動状況
表2　2010年と2014年の在支診の活動状況の比較
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　2010年と2014年の各在支診における活動状況の比較
を表2に示す。2014年の合計診療患者数、死亡患者数、
自宅以外での死亡者数、平均診療期間は2010年に比し
て有意に増加していた。
　2014年に在支診が診療した患者の死亡場所と活動内
容との関連を表3、表4に示す。表3 に示された独立変
数間の相関係数は中程度以下であり、多重共線性の問
題はないと考えられたため、死亡場所（医療機関、自
宅、自宅以外）別死亡者数を従属変数、訪問診療等各
活動内容の実施回数（往診（緊急往診除く）、緊急往診、
訪問診療、訪問看護）を独立変数とする重回帰分析を
行った。死亡場所（自宅）に有意に影響する在支診の
活動内容は、往診（β=0.097，p=0.007）、緊急往診（β
=0.872，p<0.001）であった（調整済みR2=0.85）。死
亡場所（自宅以外）に有意に影響する在支診の活動内
容 は、 往 診（ β=0.379，p<0.001 ）、 緊 急 往 診（ β
=-0.224，p=0.014）、 訪 問 診 療（ β=0.202，p=0.049）
であった（調整済みR2=0.18）。死亡場所（医療機関）
に有意に影響する在支診の活動内容は、往診（β
=0.135，p=0.027）、 緊 急 往 診（ β=0.470，p<0.001）、
訪 問 診 療（ β=0.304，p<0.001）、 訪 問 看 護（ β
=0.180，p<0.001）であった（調整済みR2=0.68）。
考察　
　本研究は、三重県における在宅医療の基礎資料を得
ることを目的として、三重県の在支診における活動状
況の経年変化および活動状況と自宅での死亡との関連
について検討した。その結果、2014年の在支診の活動
状況において、平均診療期間、合計診療患者数、死亡
患者数、自宅以外での死亡者数は2010年と比べ有意に
増加していることがわかった。また、自宅での死亡に
有意に影響する在支診の活動内容は、往診、緊急往診
であることが示された。
　三重県の在支診の活動状況について、活動状況がど
のように変化しているのか、活動内容が自宅での死亡
にどの程度関連するか、また、今回増加していた自宅
以外での死亡について以下に考察する。
1．三重県の在支診における活動状況
　2010年と2014年の報告書のうち、両年ともに報告書
が提出されていた在支診の活動状況を比較するため、
対応のあるt検定を行なった結果、2010年に比して
2014年の合計診療患者数、死亡患者数は有意に増加す
るとともに、1人あたりの患者の平均診療期間も有意
に増加していた。このことは、より多くの患者を診療
表３　活動内容の相関関係
表4　2014年の活動内容と患者の死亡場所との関連
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し患者一人に多くの時間をかけている在支診が増加し
ていることを示している。また、全体の在支診数が1.2
倍、合計診療患者数が1.6倍、訪問診療回数が1.3倍に
増加していることから、三重県の在支診の活動におい
て、2010年からの5年間で量的整備が徐々に進んでい
ることが示唆された。
　在支診が診療した患者の死亡場所の内訳をみると、
医療機関、自宅、自宅以外での死亡者数は増加してい
た。しかし、死亡患者のうち医療機関での死亡割合は
減少し、自宅以外での死亡割合が増加、自宅での死亡
割合は大きな変化はなく減少傾向で推移していること
が明らかになった。これには自宅以外での死亡の割合
が大きく増加したことが関係していると考えられる。
2．自宅での死亡に関連する在支診の活動内容
　2014年の死亡場所別死亡者数と各活動内容の実施回
数との関連を重回帰分析（ステップワイズ法）により
分析した結果、自宅での死亡に影響する在支診の活動
内容は往診および緊急往診であることが示された（調
整済みR2＝0.85）。特に緊急往診の標準化偏回帰係数
は0.872であり、医療機関、自宅以外と比較して高い
値を示していた。このことは、緊急時に往診できる体
制が自宅での死亡に強く関係していることを示してい
る。在宅医療、在宅での看取りを進めていくにあたり、
在宅看護、24時間対応できる訪問看護は重要な存在で
ある19）20）。しかし、本結果の訪問診療、訪問看護にお
いては、今回の分析結果において有意な関連が見られ
なかった。報告書の訪問看護は、在支診に所属する看
護師による訪問看護であることが影響していると考え
られる。自宅での死亡には往診、緊急往診が関連して
いることが明らかになったが、死亡場所（医療機関）
に有意に影響を与える在支診の活動内容は往診、緊急
往 診、 訪 問 診 療、 訪 問 看 護 で あ っ た（ 調 整 済 み
R2=0.68）。訪問診療、訪問看護に関しても有意な影響
がみられたが、往診より緊急往診が標準化偏回帰係数
も高いというのは自宅での死亡と同様の結果である。
しかし、自宅での死亡ほど強い影響を与えていない。
これらのことから、定期的に訪問での診療などを行う
ことは在宅療養には大切であるが、自宅での看取りを
行うにあたっては時間外に往診できるかが重要である
と考えられる。
　一般国民の31.7%が往診してくれる医師がいないた
め自宅で最後まで療養することが困難であると回答し
ている調査と同様に21）、今回の結果からも、医師の定
期的な訪問による診療だけでなく、24時間症状の急変
に対応し、緊急往診ができる在支診の在宅医療体制は、
安心して自宅で療養、看取りを行うための重要な要素
であることが示された。
　在宅での看取りの体制について、三重県の在支診が
診療した合計患者数の増加に伴い自宅での死亡者数は
増加しているが、全死亡患者数からの割合でみると
2010年からほぼ横ばいである。自宅での死亡について
は往診、特に緊急往診が関連すると示唆されたが、活
動内容をみると往診、特に緊急往診の回数は訪問診療
に比べ少なかった。これには、在宅医療を提供する医
師数が地域によってばらつきがあるという現状が関連
していると考えられる。2012年に機能強化型の在支診
が創設されたが、三重県の在支診における自宅での死
亡の割合はあまり変化がない。この状況を打破するた
めには、数の多い一人医師の在支診同士の互助ネット
ワークが必要である20）。自宅で最期を迎えたいという
高齢者の希望を実現させるためにも、今後も在支診の
緊急を含めた往診体制の充実が望まれる。
3．自宅以外（施設）での死亡と在支診の活動
　今までの日本における看取りは医療機関が中心であ
り、医療機関以外での看取りが少なく、特に施設での
看取りはほとんどない状況であった3）。厚生労働省は
2006年の介護報酬改定において施設での看取り介護加
算を新たに設け22）、2012年には介護施設等での看取り
を在宅医療に係る機関が支援していくよう指針をだし
た23）。全国の施設での死亡者の割合は4.8％（2010年）
から7.8％（2014年）まで増加した3）。本研究において
各在支診の2010年と2014年の活動状況の比較した結
果、自宅以外での死亡者数は有意に増加しており、自
宅以外での死亡には往診、緊急往診、訪問診療が影響
していた。これらのことから、三重県においても施設
での療養や看取りに対する在支診の支援体制が徐々に
進んできていることが示唆された。
4．本研究の限界と課題
　在宅医療体制の構築には、都道府県単位で在宅医療
の体制の現状と課題を抽出し、各地域の特性にあった
計画を策定することが求められている23）。本調査は、
開示請求でのみ得られる一般公開されていないデータ
を用いた研究であり、三重県におけるデータの分析は
我々が知る限り行われていない。そのため、本研究結
果は今後の三重県の地域・在宅医療の推進、発展に寄
与できる貴重な資料となると思われる。しかしながら、
本調査は「在宅療養支援診療所・在宅療養支援病院に
係る報告書」からの分析のため得られるデータには限
界があり、今後、在支診の詳細な調査を行う必要があ
る。
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結語
　三重県における在宅医療体制整備のための基礎資料
を得ることを目的として、三重県の在支診における活
動状況の経年変化ならびに活動状況と自宅での死亡者
数との関連について検討した。その結果、2014年の在
支診の活動状況において合計診療患者数、死亡患者数、
自宅以外での死亡患者数、平均診療期間は2010年に比
して有意に増加していた。また、死亡場所（自宅）に
有意に影響する在支診の活動内容は、往診、緊急往診
であった。これらの結果より、三重県の既存の在支診
の活動状況は活発化し在支診の量的整備は進んできて
いること、自宅での死亡には在支診における緊急往診
体制が重要であること、在支診による自宅以外の施設
等への支援が徐々に進んできていることが示唆され
た。
なお、本研究は文部科学省科学研究費：基盤（C）の
助成を受けて実施した（課題番号：17K12199）。
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